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未来に向かって環境のトータルアドバイザー
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土壌汚染対策法改正にむけて 今後の土壌汚染､｢

対策の在り方について 答申案 に関して 意見( )｣ ､

。募集がされています

<答申案の主な概要>
１ 有害物質使用特定施設廃止時 当該施設を継続的に工場等で使用を続． 、

ける場合等の措置(一時的免除措置)について

現 行 答 申 案

①土地の形質変更(3,000m 未満に限る) ①土地の形質変更時(3,000m 未満に限る)2 2

の届出不要 の届出義務 届出内容に基づいた土壌汚。

②土壌汚染状況調査が一時的に免除 染状況調査の実施

③土壌の搬出の規制なし ②①の調査結果 土壌汚染が確認された場、

合 土壌の適切な搬出 処理の義務付け、 ・

（要措置区域指定：法第６条）

２ 有害物質使用特定施設における施設設置者の調査協力義務化．

現 行 答 申 案

土地所有者等に義務付け 施設設置者に対し 地歴調査および試料採、

取等への調査協力を義務付け

土壌汚染対策法基づく調査以外にも､自主的な土壌汚染調査も承り

ます。下記担当者までお気軽にご連絡下さい。

環境分析部 加藤雅士、城所 亨

環境分析課 入野一人(土壌汚染調査技術管理者)

環境分析課 池田博一
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土壌汚染対策法による要措置区域に指定されるまでの流れ(現行)

【法第３条調査】 【法第４条調査】 【法第５条調査】
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【今回の答申案】
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